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1. 中期財政計画について 

 

内閣府公表の月例経済報告によれば、国内経済の基調判断として、景気は、輸出

を中心に弱さが長引いているものの、緩やかに回復している。また、企業収益は高

い水準にあるものの、製造業を中心に弱含んでいるとされ、景気全体の判断として

は据え置かれたところです。 

先行きとしては、令和元年10月からの消費税率引上げが与える景気への影響を

注視していく必要があります。 

 

そうした中、本市の財政状況は、歳入においては、市税の伸びが人口減少等によ

り期待できず、普通交付税についても合併算定替え激変緩和措置終了等による減少

が続くことが予想されます。また、歳出においては、社会保障関連経費である扶助

費の増加や、これまで発行した地方債の影響により、引き続き厳しい状況が予想さ

れます。 

 

こうした状況を踏まえ、中期的な財政収支の見通しを立て、現在及び将来にわた

る財政の姿や運営上の課題などを明確にするとともに、将来的に持続可能な財政基

盤を確立するために中期財政計画を策定することとしています。 
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2. 計画の基本事項 

 

（1）計画策定の目的 

財政運営の健全性を確保するために中期的な財政状況を推計し、平成 30 年度

決算額及び令和元年度決算見込みをベースに 5 年間の収支見込みを立て、限られ

た歳入の中で、その歳入に見合う歳出を調整することを基本理念に財政運営の指

針とします。 

なお、この計画は、国の政策等により変動が大きいことから、毎年度ローリン

グするものとします。 

 

（2）計画の期間 

令和 2 年度から令和 6 年度までの 5 年間とします。 

 

（3）会計単位 

普通会計
※

とします。 

※普通会計：一般会計、施設貸付事業特別会計、市有林事業特別会計、造林受託事業特別会

計、土地区画整理事業特別会計（道路特別会計） 

 

（4）計画の目標 

下記のとおり目標を設定し，その実現に向けた取組を通じて財政の健全化に努

めます。 

① 人口減少等による市税や普通交付税への影響額を見据えながら、将来的に

持続可能な財政構造を確立すること。 

② 将来的な負担となる地方債の残高を減らすため、新たな地方債の発行につ

いては、先送りのできない緊急的かつ必要性の高い事業を優先するなど、真

に必要な事業を取捨選択し抑制に努めること。 

③ 財政運営の長期的な安定性を確保するため、予期しない収入の減少や不時

の支出の増に備える目的である財政調整基金の現在高を一定程度確保するこ

と。 
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3. 計画（推計）策定条件 

＿歳 入＿ 

（1）地方税 

① 個人市民税  実績等を踏まえ、約 0.5％減で推計 

② 法人市民税  税制改正による法人税割の減少及び実績を踏まえ推計 

③ 固定資産税  評価替えのサイクル（3 年に 1 度）を考慮し、前 3 年 

分の増減で推計 

④ 軽自動車税  実績等を踏まえ、約 0.5％減で推計 

⑤ たばこ税   税制改正による喫煙人口の減少を見込み推計 

 

（2）地方譲与税、各種交付金 

・ 地方消費税交付金については、令和元年 10 月からの増税の影響を加味 

し推計 

・ 森林環境譲与税については個別に推計 

・ 税制改正による法人市民税法人税割の減収分の補てん措置として、法人 

事業税交付金の交付を見込み推計 

・ その他の譲与税・交付金については、平成 30 年度決算額を基準として、 

同額程度で推計 

 

（3）地方交付税 

① 普通交付税 

・ 基準財政需要額のうち個別算定経費（事業費補正を除く）・包括算定 

経費は、人口減少等を考慮するとともに、現行制度が継続されるものと 

して推計 

・ 事業費補正及び公債費に係る需要額は、地方債に係る交付税算入額を 

年度別に推計 

・ 「合併後の市町村の姿に対応した交付税措置」として、支所経費、消 

防費、清掃費、保健衛生費、社会福祉費、高齢者保健福祉費、その他の 

教育費、徴税費、都市計画費、その他の土木費、農業行政費について、 

令和元年度決定額を基準に推計 

・ 「トップランナー方式」の導入に係る影響額について、令和元年度決 

定額を基準に推計 
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② 特別交付税 

   災害などの特別な財政需要等により変動するものであるが、過去の決定

額をベースに同程度の額で推計 

 

（4）国、県支出金 

① 民生費や土木費等の特定財源として、現行の補助率で推計 

② しまね市町村総合交付金は、直近の決算額を基本として、同程度の額で 

推計 

 

（5）繰入金 

① 不測の事態への対応及び年度間の財源の不均衡を調整するための、財 

 政調整基金については、一定程度の残高確保に向けて計画的に調整する 

見込みで推計 

② 合併特例債を活用して積立てた地域振興基金や、それぞれの目的のため 

に積み立てた特定目的基金については、有効な活用に向けた繰入れを見込 

んで推計 

     

（6）地方債 

① 現行の地方債制度により推計 

② 後年度負担の軽減を図るため、交付税措置率の高い辺地債や過疎債等を 

優先して活用する。 

③ 臨時財政対策債は、令和元年度決定額と同程度の額で推計 

 

（7）その他 

① 財産収入は、市有財産の売却や貸付け等を見込み推計 

② 諸収入等は過去の実績から推計 
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＿歳 出＿ 

（1）人件費 

① 議員報酬及び特別職報酬 

・ 現行の条例及び共済費負担率等に基づいて推計 

② 職員給与費 

・ 退職者数や採用者数の増減による影響を見込んで推計 

・ 平成 30 年度に策定した『定員適正化計画』に基づく職員数で推計 

③ 会計年度任用職員報酬等 

・ 令和 2 年度からの会計年度任用職員制度の導入により、臨時職員雇用 

に係る人件費相当額を物件費から移行 

・ 平成 30 年度の臨時・非常勤職員報酬等をベースに、期末手当支給 

 額の増加等を加味し推計 

 

（2）物件費 

・ 平成 30 年度決算額をベースに、過去の決算額の推移及び行財政改革指 

針に基づく削減努力も考慮して推計  

・ 令和 2 年度からの会計年度任用職員制度の導入により、臨時職員雇用 

に係る人件費相当額を人件費へ移行 

 

（3）扶助費 

少子高齢化の影響等による社会保障関係経費について、幼児教育・保育 

無償化等の制度改正等を考慮するとともに、過去の伸びを踏まえ令和2年度 

以降は対前年度1.0％程度増で推計 

 

（4）補助費等 

・ 市単独の補助金については、前例等にとらわれず、「適正で効果的な補 

 助金交付」を主眼とした、行財政改革指針を考慮して推計 

・ 令和 2 年度から農業集落排水事業及び公共下水道事業が地方公営企業 

法適用事業となることに伴い、同事業への繰出金を補助費等に移行 

・ 下水道事業は、地方債の償還金の増額や事業費の増を見込んで推計 

 

（5）普通建設事業費 

『第5次益田市総合振興計画』の実施計画に位置付ける事業や、その他喫 
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緊の課題への対応について、緊急性、必要性、費用対効果等の観点によ 

り、事業の取捨選択を行う中で事業費を精査して推計 

 

（6）繰出金 

① 後期高齢者医療事業、介護保険事業等は、それぞれの制度が現行どお 

 り継続するものとして、高齢化の進行を加味し、医療費や保険給付費の 

増加を見込んで推計 

② その他の事業については、事業計画及び地方債の償還金等の将来見通 

 しに基づき推計 

 

（7）公債費 

平成 30 年度までの地方債に係る償還額に、令和元年度以降の普通建設事 

業等の財源として発行する、地方債の見込額によって生じる元利償還金を加 

えて推計 

 

（8）その他 

① 維持補修費については、限られた経費で、緊急を要するものから修繕や 

維持工事費を見込んで推計 

② 貸付金等については、過去の実績を参考に推計 
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4．年次計画（推計） 

(単位：百万円）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
5,332 5,287 5,166 5,147 5,128 5,050

293 312 312 326 326 326
879 1,155 1,236 1,236 1,236 1,235

8,759 8,676 8,315 8,249 8,071 8,128
286 187 184 185 203 206
341 336 336 336 336 336

6,598 6,435 6,545 6,515 6,075 6,182
88 87 87 87 87 87

158 135 135 135 135 135
409 510 392 439 227 360
493 0 0 0 0 0
627 322 322 322 322 322

3,036 2,634 2,610 2,520 1,317 1,355
27,299 26,076 25,640 25,497 23,463 23,722

(単位：百万円）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
3,698 3,823 3,843 3,855 3,829 3,866
3,195 2,893 2,838 2,855 2,859 2,862

187 188 189 190 191 192
6,119 6,245 6,324 6,404 6,484 6,564
3,171 2,923 2,725 2,676 2,460 2,441
3,741 3,188 3,133 2,995 1,264 1,350

63 4 4 4 4 4
4,157 4,064 3,825 3,746 3,547 3,601
2,742 2,485 2,486 2,498 2,530 2,567

226 263 273 274 295 275
27,299 26,076 25,640 25,497 23,463 23,722

(単位：百万円）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
27,299 26,076 25,640 25,497 23,463 23,722
27,299 26,076 25,640 25,497 23,463 23,722

0 0 0 0 0 0
3,588 3,166 2,862 2,512 2,393 2,122

　　財政調整基金 1,058 922 762 552 573 441
186 183 180 177 173 170

　　特定目的基金 2,344 2,061 1,920 1,783 1,647 1,511
14,821 14,870 14,496 14,399 14,192 14,182

　　減債基金

　公債費
　繰出金
　その他
歳 出 合 計

　寄附金
　財産収入

区　　　　分
歳 入 総 額
歳 出 総 額
収 支

  基金年度末残高

総

括

標 準 財 政 規 模

歳

出

区　分
　人件費
　物件費
　維持補修費
　扶助費
　補助費等
　普通建設事業費
　災害復旧事業費

　地方譲与税
　各種交付金
　地方交付税
　分担金・負担金
　使用料・手数料
　国・県支出金

　※ 各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、環境性能割交付金等

　※ その他は積立金、投資・出資金、貸付金

　繰入金
　繰越金
　諸収入
　地方債
歳 入 合 計

歳

入

区　分
　地方税
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5．財政指標 

（単位：％）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

96.0 94.7 95.8 96.2 95.9 96.8
13.5 12.9 12.4 11.8 11.6 11.6
24.2 21.3 19.7 17.4 16.9 14.9

%

%

　経常収支比率
　実質公債費比率
　積立金現在高比率

96.0 

94.7 

95.8 96.2 95.9 

96.8 

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

経常収支比率

経常収支比率

13.5 
12.9 

12.4 
11.8 11.6 11.6 

24.2 

21.3 
19.7 

17.4 
16.9 

14.9 

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実質公債費比率・積立金現在高比率

実質公債費比率

積立金現在高比率
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6. 地方債（市債）残高見込み 

 
（単位：百万円）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

3,036 2,634 2,610 2,520 1,317 1,355
3,953 3,892 3,682 3,628 3,449 3,519

34,097 32,839 31,767 30,659 28,527 26,363

借入見込額
償還見込額
百万円

借入見込額
償還見込額
 地方債残高 

     地方債残高
      百万円

3,036 

2,634 2,610 

2,520 

1,317 

1,355 

3,953 
3,892 

3,682 
3,628 

3,449 

3,519 

34,097 

32,839 

31,767 

30,659 

28,527 

26,363 

20,000

22,500

25,000

27,500

30,000

32,500

35,000

37,500

40,000

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

地方債残高見込み

借入見込

額

償還見込

額

地方債残

高
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7. 基金残高見込み 

（単位：百万円）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

1,058 922 762 552 573 441
186 183 180 177 173 170

2,344 2,061 1,920 1,783 1,647 1,511
3,588 3,166 2,862 2,512 2,393 2,122

百万円

財政調整基金
減債基金

特定目的基金 
基金年度末残高合計

1,058 922 762 
552 573 441 

186 183 

180 

177 173 170 

2,344 

2,061 
1,920 

1,783 1,647 
1,511 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基金残高見込み

特定目的基金

減債基金

財政調整基金
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8. 今後の取組 

  

 歳入については、人口減少等により市税の伸びが期待できない中で、大部分を地方

交付税など国からの収入に依存していますが、普通交付税においても、人口減少等の

影響により今後も減少していくことが予想されます。 

歳出については、扶助費や繰出金等の義務的経費の増加などから、本市の財政状況

は今後も厳しくなることが見込まれ、引き続き各基金の繰入等により収支不足を補う

状態が続くことが予想されます。 

 

財政調整基金については、経済の不況による大幅な税収減や、災害の発生などの不

測の事態による支出の増など、年度によって生じる財源の不均衡を調整するために必

要であり、一定程度の残高を確保しておく必要があります。 

 

こうした中で、本市の永続的発展を実現するため、平成27年10月に「まち・ひと・

しごと創生 益田市総合戦略」、平成28年3月に「第5次益田市総合振興計画 後期

基本計画」及び「益田市ひとづくり協働構想」を策定しています。 

これらの施策に取組み、効果を発揮させるためには、常に創意工夫を念頭に置き、

市民のため真に必要な事業を取捨選択するとともに、「益田市行財政改革指針」等に

基づき、一層の行財政改革を進めることによって、財政運営の健全化を図る必要があ

ります。 
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9. 用語解説 

≪歳入≫ 

地方譲与税 

国税として徴収し、地方公共団体に対して一定の基準に従って譲与する税で、自動車

重量譲与税、地方揮発油譲与税、航空機燃料譲与税等がある。 

 

交付金 

 国からの交付金で、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消

費税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金等がある。 

 

地方交付税 

 地方公共団体間の財源の不均衡を是正し、すべての地方公共団体が合理的かつ妥当な

水準における行政を行うのに必要な財源が確保されるよう、国が地方に代わって徴収し、

一定の基準により地方公共団体に交付する税 

 

地方債 

 学校、道路、公園、市営住宅の整備など特定の歳出に充てるため地方自治体が、将来

元金及び利子を償還する借入金 

 

臨時財政対策債 

 地方全体の財源不足に対処するため、特例的に発行する地方債 

償還に要する費用は後年度の地方交付税算定における基準財政需要額に全額算入され

る。 

 

 

 

≪歳出≫ 

人件費 

 議員・会計年度任用職員の報酬や職員の給料など人に係る費用 

 

物件費 

 人件費、補助費等などに分類されない経費で、旅費、交際費、需用費、委託料、使用

料及び賃借料、原材料費など 

 

維持補修費 

 道路や施設などを良好な状態に維持するために使う費用 
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扶助費 

 生活保護費、障害者自立支援給付費、保育所運営費など主に法令に基づき被扶助者に

対して給付する費用 

 

補助費等 

 各種団体に対する助成金や一部事務組合への負担金のほか、報償費、火災保険料等の

保険料、公課費(地方公共団体が受ける公租公課)など 

 

普通建設事業費 

 学校、道路、公園、市営住宅などの整備に係る経費 

 

災害復旧事業費 

 災害によって被害を受けた施設等の復旧に係る経費 

 

公債費 

 過去の借入金の返済に係る費用及び一時借入金利子の支払に要する経費 

 

積立金 

 特定の目的のために財産を維持し、又は資金を積み立てるために設けられた基金等へ

の積立てに係る経費 

 

貸付金 

 地域住民の福祉増進や産業振興などのため、法令や条例に基づき、直接的又は金融機

関等を経由して間接的に現金の貸付けを行うための経費 

 

繰出金 

 一般会計から、国民健康保険事業などの特別会計に対して、事業費や事務費等の補助

などのために支出する経費 

 

 

≪基金≫ 

財政調整基金 

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設けられる基金 

 

減債基金 

 地方債の償還及び地方債の適正な管理に必要な財源を確保し、将来にわたる財政の健

全な運営に資するために設けられる基金 
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特定目的基金 

 特定の目的のために資金を積み立てたもので、地域振興基金、ふるさと応援基金など 

 

 

≪各指標の説明≫ 

標準財政規模 

地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示す指標で、実質公債費比率、将来負担

比率、積立金現在高比率などの基本的な財政指標の分母の要素となる重要な数値 

地方税や地方交付税など地方公共団体が自由に使えるお金の大きさを示す 

 

経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費など毎年経常的に支出される特定財源を除いた経費を、毎年

経常的に収入される一般財源で割った比率 

 

実質公債費比率 

標準的な一般財源に対する公債費相当額（公営企業繰出金、一部事務組合負担金及び

債務負担行為による支出額中の公債費に準じる経費を含む。）の割合 

 

積立金現在高比率 

標準財政規模に対する積立金現在高（財政調整基金、減債基金及びその他特定目的基

金）の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考資料】

主要普通建設事業計画一覧表 （単位：千円）

総 事 業 費 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

32,151 14,051 13,500 4,600

財 国県支出金

源 地方債 13,600 13,600

内 その他 13,500 13,500

訳 一般財源 5,051 451 4,600

714,216 319,696 273,968 90,138 10,138 10,138 10,138

財 国県支出金 82,860 38,860 4,000 40,000

源 地方債 562,600 262,800 259,800 40,000

内 その他 24,989 6,989 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600

訳 一般財源 43,767 11,047 6,568 6,538 6,538 6,538 6,538

964,318 504,240 225,582 5,000 114,748 114,748

財 国県支出金 691,707 389,339 149,370 76,499 76,499

源 地方債 255,400 107,900 71,300 3,000 36,600 36,600

内 その他

訳 一般財源 17,211 7,001 4,912 2,000 1,649 1,649

2,098,258 58,723 91,539 574,679 1,266,239 53,539 53,539

財 国県支出金 559,117 19,240 31,067 147,632 307,710 26,734 26,734

源 地方債 1,341,100 5,100 25,000 393,900 917,100

内 その他 1,663 520 343 800

訳 一般財源 196,378 34,383 34,952 32,804 40,629 26,805 26,805

845,393 226,983 95,600 215,430 99,780 99,500 108,100

財 国県支出金 97,490 56,040 26,450 5,000 10,000

源 地方債 576,700 57,900 55,300 207,800 87,400 81,000 87,300

内 その他 124,270 85,490 3,530 16,500 18,750

訳 一般財源 46,933 27,553 10,320 2,630 2,380 2,000 2,050

182,783 82,783 50,000 50,000

財 国県支出金 67,500 22,500 22,500 22,500

源 地方債 113,700 58,700 27,500 27,500

内 その他

訳 一般財源 1,583 1,583

4,484,375 1,029,725 761,974 816,714 645,074 622,504 608,384

財 国県支出金 1,807,859 406,423 320,767 335,890 246,699 259,069 239,011

源 地方債 2,397,100 570,100 386,200 440,100 348,900 320,600 331,200

内 その他 52,592 13,417 9,317 6,050 6,958 8,450 8,400

訳 一般財源 226,824 39,785 45,690 34,674 42,517 34,385 29,773

1,948,433 69,913 408,740 493,770 379,370 323,870 272,770

財 国県支出金 1,395,236 12,656 265,860 366,460 305,060 239,900 205,300

源 地方債 501,200 53,700 128,400 114,900 67,200 75,900 61,100

内 その他

訳 一般財源 51,997 3,557 14,480 12,410 7,110 8,070 6,370

148,000 18,000 18,000 23,000 33,000 33,000 23,000

財 国県支出金

源 地方債 135,700 17,200 16,500 21,000 30,000 30,000 21,000

内 その他

訳 一般財源 12,300 800 1,500 2,000 3,000 3,000 2,000

4,005,593 1,416,876 1,168,305 837,832 422,580 80,000 80,000

財 国県支出金 890,622 236,774 268,890 222,158 109,600 26,600 26,600

源 地方債 2,943,300 1,073,700 874,000 609,500 280,100 53,000 53,000

内 その他 84,444 84,444

訳 一般財源 87,227 21,958 25,415 6,174 32,880 400 400

247,754 80,704 22,000 23,800 41,650 79,600

財 国県支出金 99,805 4,930 10,900 11,800 20,475 51,700

源 地方債 112,800 52,500 10,900 7,500 19,600 22,300

内 その他 20,000 20,000

訳 一般財源 15,149 3,274 200 4,500 1,575 5,600

15,671,274 3,740,990 3,187,912 3,133,163 2,994,729 1,264,201 1,350,279

財 国県支出金 5,692,196 1,181,832 1,093,834 1,150,540 1,067,368 572,778 625,844

源 地方債 8,953,200 2,220,700 1,896,500 1,868,600 1,774,800 580,100 612,500

内 その他 321,458 190,340 50,467 9,993 11,358 28,550 30,750

訳 一般財源 704,420 148,118 147,111 104,030 141,203 82,773 81,185

合　　　計

商工関連施設等整備事業

土木関連施設等整備事業

都市計画関連施設等整備事業

消防関連事業

学校教育関連施設等整備事業

社会教育関連施設等整備事業

農林水産関連施設等整備事業

事 業 名

総務管理関連施設等整備事業

地域振興関連施設等整備事業

社会福祉関連施設等整備事業

保健衛生関連施設等整備事業
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